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問い合わせ先：財政課

担当：吉田

電話：８２９―１１５１

内線：２５１１

問い合わせ先：教職員課

担当：小林

電話：８２９－１６５２

内線：４０３２

【指定都市発表】

県費負担教職員の給与負担等の道府県から指定都市への移譲について

 本日、20 指定都市と指定都市所在 15 道府県は、県費負担教職員の給与負担等につ
いて、道府県から指定都市へ移譲することに合意しました。

 この事務移譲に伴う財政措置として、指定都市・道府県の双方にとって財政運営へ

の影響を最小限とすること、すなわち財政中立を基本として、道府県から指定都市に

個人住民税所得割２％の税源移譲が行われることに合意したところです。

 また、事務及び税源の移譲時期については、平成 29年度を目途に可能な限り早期に
行われるよう、実務的な検討・準備を進めます。

＜指定都市＞

札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 川崎市 横浜市 相模原市 新潟市 静岡市

浜松市 名古屋市 京都市 大阪市 堺市 神戸市 岡山市 広島市 北九州市

福岡市 熊本市
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　参　考　



県費負担教職員の給与負担等の移譲に関する市長コメント

県費負担教職員給与負担等に関する道府県から指定都市への税源

移譲等について、関係道府県と指定都市の協議により合意形成が図

られたことは、これまでの県費負担教職員制度における懸案であっ

た権限（任命権者）と財源（給与負担者）のねじれが解消され、さ

らには、教職員の定数及び学級編制基準の決定権限が移譲されるこ

とから、地方分権を推進するうえで、非常に意義があることと考え

る。

 平成２９年度を目途とする事務及び税源の移譲に係る制度設計に

おいては、国において、事務移譲に支障のない適切な財政措置が講

じられるよう強く望むところである。

平成 25年 11月 14日 さいたま市長 清水 勇人


